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1. はじめに 
 電子連接とは、情報通信技術により物理的な連接を必要

要とせずに、車両を仮想的に連接する技術である。電子連

接は自動運転バス (IMTS: Intelligent Multi-Mode Transit 
System) [1]を実現する基盤技術として研究されており、

2005 年の愛知万博における会場輸送システムにおいて光通

信および無線系車=車間通信により実現されている。 
 本論文では、近年の情報通信技術の向上により、この電

子連接がより簡易に実現可能になったことに注目した。そ

こで電子連接モデルについて現技術を基に再定義し、その

電子連接モデルを基に、必要とされるセンサーシステムに

ついて議論する。 

2. 研究背景 

2.1 自動運転と電子連接と現行法 

自動運転技術そのものへの注目が高まっているが、その

技術を利用する多くの生命を危険にさらす可能性が高いと

いう意味で、リスクやシステムとしての信頼性への配慮は

もちろん現行法などについても抑えておく必要がある。 
日本が加盟しているジュネーブ道路交通条約(1949 年) [2]

では、運転者が車両の操縦をしなければならないとあり、

自動運転といえども運転者の制御下にあることが必要条件

とされる。また、日本は非加盟であるが、同様の国際条約

としてウィーン道路交通条約(1968 年)があり、こちらも運

転手の存在については明確に規定している。ここで表１に

自動運転化レベルを示す。 

表 1 自動化レベル及びそれを実現する自動走行システム・運転

支援システムの定義（ [3] の図表１を一部改編） 
自動運転 

レべル 

概要 左記を実現 

するシステム 

レベル１ 加速・操舵・制動のいずれかをシステム

が行う状態 

安全運転支

援システム 

レベル２ 加速・操舵・制動のうち複数の操作をシ

ステムが行う状態 

準自動 

走行システム 

レベル３ 加速・操舵・制動を全てシステムが行い、

システムが要請したときは運転手が対応

する状態 

レベル４ 加速・操舵・制動を全て運転手以外が行

い、運転手が全く関与しない状態 

完全自動 

走行システム 

電子連接も最終的にはレベル 4 の自動運転技術と組み合

わせて利用されると考えるが、現行法下では許されていな

い。また、レベル 1～3 の自動操舵に関してもかじ取り装

置に関する規則（UN-R79）において 10km/h 程度のごく低

速な範囲にとどまっている。換言すると、「手放し」運転

は、駐車補助などごく限定範囲に留められている。 
そこで本論文における電子連接では、本来はその使用が

限られるものではないが、先頭車両に運転手がいることを

想定し、その運転手が連接された後続車両を同時に運転す

るとしてモデル化する。 

2.2 準自動運転と電子連接を組み合わせる社会的意義 

準自動運転技術と連接車両の組み合わせは、「準」と限

定はされてはいるものの、大量輸送やエネルギー効率とい

う観点において注目を集めていく技術と考えられる。 
例えば、企業および企業グループという形でこの技術を

応用するなら、高速道の入り口まで貨物車両（電子連接に

よる無人車両）を運搬し、高速道内は超々連接技術により、

少数の運転手での大量輸送が可能になる。つまり、長距離

ドライバ等の負担の軽減（健康被害の削減）はもちろん、

自然渋滞の解消や車両全体のエネルギー利用効率の向上

（CO2 排出量の削減）などが期待できる。 
また、ラストワンマイルという概念を交通インフラに適

用することを考えると、バス停から家や目的地ではなく、

出発地から到着地までを結ぶ公共交通の拡張も考えられる。

これには、過去の運行状況の BigData 解析や効率的な配車

を実現する人工知能的手法なども並行して開発する必要が

あるが、超高齢社会を支える技術として非常に魅力的なも

のと考えられる。 

3. 提案する電子連接モデル 

3.1 提案モデルとセンシングシステムの関係 

電子連接は、日本の法制度や交通事情と親和性が高いこ

とから実社会への導入障壁が低く、この導入による社会貢

献が明確なことが特徴として挙げられる。電子連接の実現

には様々な要素技術の研究・開発が要求されるが、その中

でも、センサーシステムはコア技術として挙げられる。 
 これは、電子連接車両という交通インフラの細やかなサ

ービスは人間によってではなく、そのほとんどが情報技術

によって解決される必要があるからである。つまり、セン

シングしない情報の処理は不可能であるため、可能な限り

センシング可能なデータを収集し、必要な情報のみを選別

し実時間で提示するセンシングシステムの研究・開発に今

後は注目が集まると思われる。 
 そこで本研究では、まず電子連接モデルについて定量的

に定め、それを実現するためのセンシングシステムの要求

仕様について明らかにし、その技術的難度等について議論

することとした。 
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3.2 連接可能台数について 

現行法（車両全長 25m 以内）に基づくと、車長が約 3m
の場合、最大 8 台まで電子連接できる。しかし、緊急停止

時に車両の玉突きを避けるためには、機械および無線等の

時間遅れによる空走距離を考慮した設計が重要となる。天

候や路面等の不確定要素を考慮すると、時速 20km を基準

とした場合、市販車両をベースとしたら 5 台、電子連接用

車両（無線ユニット動力部の一体化）の場合は 7 台の連接

が最大と見積もられる（図１）。 
空走距離の算出は、電子連接の場合は無線および無線ス

イッチにおける時間遅れを考慮して算出を行っている（図

２）。図 2 には比較の意味で人間における空走距離の変化

を示すが、これは反応までの時間（400～500 ミリ秒）、足

の移動（200 ミリ秒）、踏込時間（100～300 ミリ秒）を元

に算出されている1。 

 

図 1 台数と車間距離の変化 図 2 反応時間と空走距離の変化 

なお、図 1 および図 2 において制動距離を取り扱ってい

ない。これは前後の電子連接車両にも同様の制動距離が存

在するため、先頭車両が別の物体とぶつからない限り問題

発生はない、とモデルを簡単化しているためである。 

3.3 センシング範囲について 

電子連接車両の速度によってセンシング範囲は大きく異

なる。ここでは、電子連接車両として、電気自動車として

制御が可能なゴルフカー [4] を想定した。センシング範囲

は、ゴルフカーの走行速度の範囲である 20 [km/h] を最大

時速と仮定して、算出を行った。 
ここで、図 3 に電子連接車両により把握が必要な領域を

示す。図 3 に示す様に、電子連接車両で取り扱う実空間は

大きく 4 つの領域に分けることができる。 

 
図 3 電子連接車両が要求する把握が必要な範囲 

(黄色) 自車両の移動により衝突リスクがある領域、 

(桃色) 自車両の以外の移動も含め衝突リスクがある領域 

(水色) 車両最小回転半径内のため衝突が発生しない領域 

1 つめは、電子連接車両の移動に伴い物体と衝突する可

能性のある領域である。これは、図 3 では黄色で表現さｒ

                                                 

1 人間の反応は、個人差が存在するが、スポーツ競技（フライン

グ）で 100 ミリ秒と定められているように、情報機器と比較する

と大変遅い。 

ているが、衝突する可能性のある物体の運動状態に関わら

ず注意が必要な領域である。2 つめは、運動する物体（以

下、移動物体）が存在することで初めて衝突する可能性が

生ずる領域であり、この部分は桃色で表現されている。こ

の範囲は、移動物体の速度によって大きさが変わるが、社

会インフラと言うことから自転車の走行速度（20 [km/h] ）
程度とした。3 つめは、上記範囲内に関わらず衝突が発生

しない領域であり、これは主に電子連接車両の最小回転半

径に依存する。最後は、センシングが不要な領域（ブレー

キや操舵等で衝突が回避されることが保証される領域）で

あり、この部分は白く表現されている。 
電子連接車両は、車両が連続して走行していることから、

後方の状況については後方車両の前方面のセンサで取得が

可能である。一方、自動運転という制約から、全ての取得

された情報は先頭車両の運転手に送信され、運転手の視線

で問題を把握する必要があることから、上記では画像処理

が必要となる。 
第一ステップとしては、測定領域が 12[m]程度、視野角

60 [度]、45 [frame/s] の Time-of-Flight (TOF) センサを 6 個

利用して周囲状況把握および先頭車両への運転手に適切に

情報を提示することを想定している。 

4. おわりに 
電子連接車両と言うことを前提とし、かつ社会インフラ

としての低速運転を前提としたことから、Velodyne のよう

な高価格なレーダーを用いなくてもよい可能性を提示する

ことができた。昼夜を問わず安定した情報呈示を可能にす

るため TOF センサの導入を想定しているが、この処理速

度とコストについても実用可能なレベルにできると考えて

いる。今後の研究では、上記に想定したセンシング環境を

具体的に用意し、技術的課題がどこにあるかを明確に示し

ていく予定である。 
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